
 

 

 会員企業の防災対策に関するアンケート 【ご回答期限：３月３１日（火）】 

【災害の被害想定・ＢＣＰ策定について】 

問１ 貴社の事業所所在地における、地震・河川氾濫等の災害リスクについてご存知ですか。以下の①～③のうち、該

当するものを１つ選び○印をつけてください。 

① 災害リスクをハザードマップ等

に基づいて把握している 

② 災害リスクがあることのみ知っ

ている 

③ 知らない 

 

問２ 貴社では、ＢＣＰ（事業継続計画）またはＢＣＰに準じた防災計画を策定していますか。以下の①～⑤のうち、該当

するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① ＢＣＰ（事業継続計画）を策定済（⇒次は問３へ）   

② ＢＣＰを策定中または検討中（⇒次は問５へ） 

 

③ ＢＣＰは策定していないが防災計画を策定済 

④ 防災計画を策定中または検討中 

⑤ いずれも未策定

問３ （問２で①と回答した場合） BCP 策定後、BCP をより実践的・効果的にするために見直しや訓練を行っています

か。以下の①～④のうち、該当するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① 見直しも訓練も行っている 

② 見直しは行っているが訓練は行っていない 

③ 訓練は行っているが見直しは行っていない 

④ 見直しも訓練も行っていない

 

問４ （問２で「③④⑤」と回答した場合） 貴社が BCPを策定するために必要な事項は何ですか。 

  以下の①～⑫のうち、該当するものを全て選び○印をつけてください。 
 

① 策定に必要なノウハウ・スキルを修得するための

研修・セミナー 

② 策定にあたっての専門家への相談制度 

③ ＢＣＰが重要であるとの経営層の認識やトップダ

ウンによる全社での取り組み 

④ 策定に必要なコストに対する補助制度 

⑤ 防災知識を有する人材の確保 

⑥ 顧客・取引先からの要請 

⑦ 親会社・グループ会社からの要請 

⑧ 国や地方公共団体の入札要件への取り入れ 

⑨ 法令による奨励 

⑩ 策定手順をわかりやすくまとめたマニュアルや業

種・規模に応じた作成例 

⑪ 特になし（そもそもＢＣＰの必要性を感じない）  

⑫ その他 

 

 

【東京都帰宅困難者対策条例について】 

問５ 東京都は帰宅困難者対策条例により事業者に対し、災害時における従業員の一斉帰宅の抑制等を努力義務

としていますが、条例をご存じですか。以下の①～③のうち、該当するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① 努力義務の内容を含めて 

知っている 

② 条例があることのみ 

知っている 

③ 知らない 

 

問６ 災害時には電話がつながり難くなる可能性がありますが、貴社では、災害時に従業員の安否を確認する手段とし

て通話以外に何を準備していますか。以下の①～⑤のうち、該当するものを全て選び○印をつけてください。 
 

① 災害用伝言サービス（１７１、Ｗｅｂ１７１含む） 

② メール 

③ ＳＮＳ（Twitter、Facebook、LINE 等） 

④ 独自に整備した安否確認システム 

⑤ 特に準備していない 

 

問７ 従業員に対して、通話以外に家族との安否確認手段を確保するよう周知していますか。以下の①～③のうち、該

当するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① 災害用伝言サービス等、通話以外の手段を確保する 

よう周知している 

② 特に手段は定めていないが周知はしている 

③ 周知はしていない 

⇒次は 

問４へ 
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問８ 貴社の災害時用の従業員向け、ならびに外部の帰宅困難者向け備蓄状況について、それぞれ該当するものを

選び○印をつけてください。（「毛布」は保温用アルミシート等も含む） 

 

 飲料水（1 人 1 日 3ℓ） 食料（1 人 1 日 3 食） 災害用トイレ 毛布 

従
業
員
向
け 

①備蓄なし ①備蓄なし ①備蓄なし ①なし 

②備蓄あり（１、２日分） ②備蓄あり（１、２日分） ②備蓄あり（１、２日分） 
②あり 

③備蓄あり（３日分以上） ③備蓄あり（３日分以上） ③備蓄あり（３日分以上） 

外
部
の
帰
宅

困
難
者
向
け 

※
来
客
含
む 

①備蓄なし ①備蓄なし ①備蓄なし ①なし 

②備蓄あり（１、２日分） ②備蓄あり（１、２日分） ②備蓄あり（１、２日分） 
②あり 

③備蓄あり（３日分以上） ③備蓄あり（３日分以上） ③備蓄あり（３日分以上） 

 

 

問９ 東京都では災害時に外部を含めた帰宅困難者を受け入れる民間の一時滞在施設を募集しています。貴社の事

業所について以下の①～⑤のうち、該当するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① 既に一時滞在施設として協力するため、区と協定を結んでいる 

② 一時滞在施設として共用のフロア等に帰宅困難者を受け入れる可能性がある  

③ 一時滞在施設が開設するまでの間（※災害発生から約６時間後の開設を想定）に限り、 

災害時の来客者等の帰宅困難者を受け入れる可能性がある 

④ 一時滞在施設にはならないが、災害時には状況に応じて受け入れる可能性がある 

⑤ 災害時に外部の帰宅困難者を受け入れることは難しい 

 

 

【水害対策について】 

問１０ 都内では、集中豪雨や巨大台風によって、河川の氾濫や高潮等により大規模な水害が発生する恐れがあり

ます。貴社では水害対策を実施していますか。以下の①または②のうち、該当する方に○印をつけてください。 

① 水害対策を実施している  

→以下の a～g のうち、行なっている水害対策全てに○印をつけてください 

  a.情報システム、生産設備、資機材等の浸水対策 

（上層階への設置等） 

  b.水害対策備品の用意（土嚢や止水版、ゴムボート等） 

  c.ハザードマップ等による被害や避難場所の把握・周知 

  d.水害を想定した防災訓練・避難訓練 

② 水害対策を実施していない 

 

問１１ 河川管理施設や海岸保全施設等のインフラについて、水害の防止や被害軽減に効果を発揮していることを実感

したり、意識したことはありますか。以下の①～④のうち、該当するものを１つ選び○印をつけてください。 
 

① 効果を発揮していることを実感したり、意識したことがある 

   →以下の a～g のうち効果を実感したことがある施設全てに○印をつけてください。 

    a.ダム   b.水門   c.堤防・高規格堤防   d.防潮堤   e.排水機場   f.調節池・遊水池 

    g.その他 

② 効果を発揮していることを実感したり、意識したことがあまりない 

③ 効果を発揮していることを実感したり、意識したことが全くない 

④ わからない 

e.水害を意識した BCP の策定 

f.水害に備えたタイムラインの作成 

g.その他 

2／4 
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問１２ 大規模な風水害の発生が見込まれる場合、貴社が従業員等の出社抑制や休業、遠隔地への広域的な避難

等を判断するうえで、国や自治体によるどのような情報提供のあり方が望ましいと思われますか。以下の①～

⑥のうち、該当するものを全て選び○印をつけてください。 

① 空振りに終わってもいいから、早めに情報提供してほしい 

② 被害・復旧の見通しや公共交通機関・主要駅の状況等を、地域単位で一括して情報提供してほしい 

③ 従業員等の出社抑制等について具体的・段階的に勧告してほしい 

（まず高齢者・障がい者等の出社抑制を勧告、その後の状況により全社員の出社抑制を勧告等） 

④ 出社抑制が必要となるおおよその期間を示してほしい（排水にかかる期間の見通し等） 

⑤ 立退き避難対象地域内の企業に対し休業を要請してほしい 

⑥ その他 

    

問１３ 台風の接近等により大規模な風水害の発生が見込まれる場合に備え、貴社では従業員等の出社抑制や休業

等の判断について、事前に取り決めを行っていますか。以下の①または②のうち該当する方に○印をつけてく

ださい。 

① 行っている ② 行っていない 

 

 

【防災に関する人材育成について】 

問１４ 貴社には、災害発生時にリーダーとして積極的に活動することが期待される「防災に関する資格」（例：防災士、

危機管理士など）を持つ役員・従業員はいますか。以下の①または②のうち該当する方に○印をつけてください。 
 

① 有資格者がいる ② 有資格者はいない 

 

問１５ 貴社は防災関連資格の取得を役員・従業員に奨励していますか。以下の①～④のうち、該当するものを１つ

選び○印をつけてください。 
 

① 社内の資格取得奨励制度の対象としており、既に奨励している 

② 社内の資格取得奨励制度の対象ではないが、奨励している 

③ 今後奨励していきたい 

④ 奨励する予定はない 

 

 

【行政への要望について】 

問１６ 貴社の事業運営上、行政に強化・拡充を望む防災対策はどれですか。以下の①～⑨のうち、該当するものを３つ

選び○印をつけてください。 

① 防災・交通施設等インフラの維持・強化（電柱地中化、液状化対策、木密地域不燃化等を含む） 

② インフラのメンテナンス状況等に関する情報提供 

③ 帰宅困難者対策（備蓄の促進、一時滞在施設の確保等） 

④ 行政による防災訓練、住民と企業の連携促進 

⑤ ワンストップやプッシュ型の情報提供（例：国や東京都・自治体の情報をまとめた HP やスマホへの通知等） 

⑥ 民間建築物、ビル・マンションの耐震化促進（例：緊急輸送道路沿道建築物以外への費用補助等） 

⑦ 民間建築物、ビル・マンションの水害対策促進（浸水対策等） 

⑧ BCP 策定支援 

⑨ 防災リーダー育成のための研修実施や防災関連資格の取得支援 

 

問１７ 災害リスクの把握、BCP 策定、帰宅困難者対策、水害対策、防災人材の育成における課題や求める支援、行

政が実施する防災対策に対するご意見等につき、ご自由にご記入ください。 
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【付帯調査：新型コロナウイルス感染症への対応について】 

問１８ 今般の新型コロナウイルス感染症の流行に関し、政府は、感染者との接触機会を減らす観点から、各企業に

対してテレワークや時差出勤等の取組みを呼びかけています。新型コロナウイルス感染症対策に関する貴社の

取組み状況として該当するものをそれぞれ選び○印をつけてください。 

 

（１）テレワーク ①実施している ②実施検討中 ③実施予定無し 

（２）時差出勤 ①実施している ②実施検討中 ③実施予定無し 

（３）休暇取得奨励 ①実施している ②実施検討中 ③実施予定無し 

（４）その他の対策 

（会議の中止や 

延期、時短勤務等） 

①実施している ②実施検討中 ③実施予定無し 

実施（または検討）している取組みをご記入ください。 

 

※本調査における「テレワーク」は「ICT(情報通信技術)を活用し、時間や場所を活用できる柔軟な働き方」であ

り、「在宅勤務」「モバイルワーク」「サテライトオフィス勤務」の３つの形態の総称とします。 

 

問１９ （問１８で「（１）テレワーク」について「②実施検討中」「③実施予定無し」を選択した場合）貴社がテレワークの

実施を検討するにあたりどのような課題がありますか。以下の①～⑨のうち、該当するものを３つまで選び○印

をつけてください。 

① どのように進めたら良いかわからない 

② ＩＴに知見を持つ人材がいない 

③ パソコンやスマホ等の機器やネットワーク環境（LAN

等）の整備が十分ではない 

④ クラウドなどソフトウェアの整備が十分ではない 

⑤ セキュリティ上の不安がある 

⑥ 導入のためのコストを負担することが難しい 

⑦ 社内体制が整っていない（仕事の管理、労務管理・評

価など） 

⑧ テレワーク可能な業務が無い 

⑨ その他

  

 

問２０ 貴社が今後テレワークの実施を検討される場合、行政に対しどのような支援を求められますか。ご自由にご記

入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

貴社名  所在地（区まで）  

ご回答者名  部署・お役職  

電話番号  メールアドレス  

業 種 

（番号に○） 

①商業／小売業  ②卸売業    ③工業／製造業          ④資源エネルギー業 

⑤貿易業       ⑥金融業    ⑦交通運輸／物流／倉庫業  ⑧建設業／不動産業 

⑨サービス業    ⑩情報通信業  ⑪その他（                         ） 

都内従業員数（番号に○） ①～２９人  ②３０～４９人  ③ ５０人～９９人  ④１００～２９９人  ⑤３００人以上 

⇒問１９へ 


